
１．博士論文全文のインターネット公表に向けた手続きについて 
2015 年 11 月 4 日、10 日、12 日 

大学院課 

 
学位規則（文部科学省令）が一部改正され、2013 年 4 月以降に博士の学位（課程博士・

論文博士）を授与された者は、博士論文全文についてインターネットを利用して公表する

ことが義務づけられました。 

本学において博士学位を授与された方は、当該博士論文全文を、学位を授与された日か

ら１年以内に本学の「立命館学術成果リポジトリ（R-Cube）」を利用してインターネット公

表する必要があります。 

著作権保護、個人情報保護等の理由により、やむを得ない事由があると大学が承認した

場合は、博士論文全文に代えて、その内容を要約したもの（以下、論文内容の要約）を公

表していただくことになります。 

 

２．博士論文全文のインターネット公表（事前準備）  

博士課程後期課程１回生～３回生の時期に、将来的に博士論文を構成する副論文や、博士

論文に関する主な研究成果（学術誌査読論文（ジャーナル））を作成する際、以下の点につ 

いて事前準備を行ってください。 
① 論文を投稿した学会等に著作権が譲渡されている場合には、著作権等の必要な「許諾」

を得るなどの準備を行ってください。 

② インタビュー・アンケート内容を論文にまとめる際には、適切な個人情報の取り扱いに

注意してください。 

③ 理工系においては、企業の特許等に関わる研究分野の場合、論文のインターネット公表

に関わる留意点を確認してください。 

④ 著作権等にかかわる講習会やガイダンスについて、積極的に出席してください。 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

-1-



３． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
博士学位の申請を予定されている方は、学位申請時に、「博士論文全文のインターネット公表に関する『確認

シート』」＜別紙１＞を提出してください。 
この「確認シート」の提出にあたっては、博士論文全文を学位授与後にインターネットを利用して公表（以下、

博士論文インターネット公表）できるかどうかを確認し、著作権、特許、秘密情報、個人情報等（以下、著作権

等）に関する「許諾」＜別紙２、３＞）を得るなどの必要な手続をしてください。 
本学リポジトリにおいて学位論文を公表する際、学位授与者の許諾書が必要となりますので、「立命館学術成

果ﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘ登録許諾書」＜別紙４＞を提出してください。 
著作権保護、個人情報保護等の理由により、やむを得ない事由があると大学が承認した場合は、博士論文全文 

に代えて、論文内容の要約を公表していただくことになりますので、学位授与申請後速やかに「博士論文全文に

かえて「論文内容の要約」を公表するための申請書」＜別紙５＞を提出してください。論文内容の要約について

は＜別紙６＞を参照願います。 

「確認シート」＜別紙 1＞の項目を確認し、記入の上提出してください（著作権の許

諾＜別紙２＞、共著の許諾＜別紙３＞、個人情報利用許諾の確認をしてください） 

博士論文全文の

公表ができる 

すぐに公表できな

いが１年以内に全

文公表ができる 

著作権、出版、特

許や個人情報の事

由により、全文公

表ができない

（個別に必要な提出物） 

・立命館学術成果

ﾘﾎﾟｼﾞﾄﾘ登録許

諾書＜別紙４＞ 

（個別に必要な提出物）

・立命館学術成果ﾘ

ﾎﾟｼﾞﾄﾘ登録許諾

書＜別紙４＞ 
・博士論文全文にか

えて「論文内容の

要約」を公表する

ための申請書 
＜別紙５＞ 

・論文内容の要約

＜別紙６＞ 

 

（個別に必要な提出物）

・立命館学術成果ﾘ

ﾎﾟｼﾞﾄﾘ登録許諾

書＜別紙４＞ 
・博士論文全文にか

えて「論文内容の

要約」を公表する

ための申請書 
＜別紙５＞ 
・論文内容の要約 
＜別紙６＞ 

学
位
申
請
前
の
準
備 

学
位
申
請
時
の
手
続
き 

（共通提出物）・博士論文全文 

・確認シート＜別紙１＞ 
      ・その他必要書類を提出 
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＜別紙１＞ 

 
博士論文全文のインターネット公表に関する「確認シート」 

＜チェック項目＞ 下記の各項目について、いずれかに○印をつけてください。 

□博士論文全文を本学機関リポジトリで公表できますか。 

①インターネット公表していないので、リポジトリで公表する。 

②インターネット公表しているが、リポジトリでも公表する。  

③インターネット公表しているので、リポジトリで公表しない。    

□博士論文が、立体形状による表現を含む等の理由により、インターネットの利用による公表ができない内容を

含みますか？ 

①含まないので公表できる   ②含むので公表できない ③現在確認中   

□博士論文に関わる学術論文や著書を公刊、または公刊予定（出版契約や掲載証明等がある場合）の学協会や

出版社から、博士論文インターネット公表の許諾等が得られず、博士の学位を授与された日から１年以内に

インターネットの利用による公表ができない（あるいは困難）ですか？ 

①公表できる   ②公表できない   ③現在確認中 

注：なお、自分の論文に他人の論文を引用する場合は、著作権法第32条第1項により、「公正な慣行に合致するものであり、か

つ、正当な範囲」であれば、自由に行うことができます。ただし、この引用は、1)自分の著作物が「主」であること、2)自分の

著作物と他人の著作物とを明確に区別すること、3)引用の出所を明示すること、などのルールにしたがって行う必要がありま

す。 

□博士論文に関わって学協会や出版社に投稿した学術論文が共著論文であり、他の共著者全員から博士論文イ

ンターネット公表の許諾等が得られず、博士の学位を授与された日から１年以内にインターネットの利用に

よる公表ができない（あるいは困難）ですか？ 

①公表できるまたは該当しない  ②公表できない  ③現在確認中   

 

□博士論文に個人情報が含まれるが、個人情報の提供者から、個人情報保護等の理由により、インターネット

公表の許諾等が得られず、博士の学位を授与された日から１年を超えてインターネットの利用による公表が

できない（あるいは困難）ですか？ 

①公表できるまたは該当しない  ②公表できない  ③現在確認中   

 

＜チェック結果をふまえた今後の取り組み＞ 

チェック結果  今後の取り組み 

□上記5つの項目は、全て「公表できる」または「す

る」であり、「博士論文全文」のインターネット

による公表ができる。 

⇒ ・学位授与が認められた後、本学リポジトリに登録する

ため、博士論文・許諾書を提出いただくことになり

ます。 

□上記5つの項目の内、1つ以上「公表できない」ま

たは「公表しない」の項目があるため、インター

ネットによる公表ができない。 

⇒ ・やむを得ない事由があると大学が承認した場合は、博

士論文全文に代えて、論文内容の要約を公表していた

だくことになります。 
※「現在確認中」に○印をされた方は、確認完了後すみやかに大学に報告してください。 

所属（審査）研究科：                  研究科 

学位申請者氏名：                        

※上記のチェック内容について指導・確認しました。 

指導教員氏名（自署）：                  確認日      年     月    日 

※乙号の場合は主査が記入                    
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４.著作権等の必要な「許諾」を得る手続をしてください 

①著作権について 

著作権とは、著作物（思想または感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、

美術または音楽の範囲に属するもの、例：学術論文）を排他的に支配しうる権利のことで、

特許権や工業所有権などと並んで、無体財産権（知的所有権）の一種です。 

また、著作権は、出版・放送などの著作物利用の態様に応じて著作者に与えられる権利

の総体をいい、この権利から派生的に生ずる権利として、著作権法等では、例えば、複製

権、公衆送信権、譲渡権（映画著作物を除く）、貸与権（映画著作物を除く）などの権利を

承認しています。 

このように、著作物は著作権法によって保護されています。したがって他人の著作物を

原稿の一部として“転載”する場合は、原則として著作権者の許諾を得ることが必要です。

また、自分の著作物の利用であっても、著作権が他人に譲渡されている場合は、譲渡先の

著作権者（たとえば学協会など）の許諾を必要とします。 

対応が不十分な場合、利用許諾の取り消しや損害賠償請求を求められることがあります

ので、適切な対応によるリスク回避を行う必要があります。 

 
②著作権に関する許諾について 
・学術論文は、投稿や査読等の段階で、著作権が学協会や出版社に譲渡されるケースが多

くあります。このようなケースにおいては、学協会に投稿した学術論文の著作権に関し

ては、学術論文の最終原稿が学協会に投稿された時点で学会に帰属することになります。 
・したがって、学位申請者が博士論文インターネット公表を行うに際しては、学協会や出

版社に対して、複製権・公衆送信権の許諾を得る必要があります。 
 
③学協会や出版社に対する利用許諾の確認について 

著作権が学協会・出版社に譲渡されていても、利用許諾が得られればインターネット公

表ができます。学位申請者は、学位申請後（または学位申請前に）速やかに学協会・出版

社の著作権ポリシーを確認して、博士論文インターネット公表を行うために必要な利用許

諾を得てください。 
なお、学協会の著作権ポリシーについては、下記の「学協会著作権ポリシーデータベー

ス：ＳＣＰＪ」で検索することができます。 
＜URL：http://scpj.tulips.tsukuba.ac.jp＞ 
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-5-



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜ポリシー確認後の対応＞ 
Green、Blue ：博士論文インターネット公表可能 
       注１：利用許諾条件（公開条件）が設定されているケースは、その条件を

確認してください 
       注２：利用許諾にあたって、申請書の提出が必要な場合は、申請書を提出

してください（例：下記 ＜見本＞参照） 
Yellow、White、Gray：学協会に確認をする必要がありますので、学位申請者自らが問い

合わせ等をしてください。なお、確認が困難な場合は、学位申請

をされた研究科事務室までご相談ください。 
 
 

◎学協会著作権ポリシーデータベースのポリシー区分  
Green  査読前論文・査読後論文どちらでも掲載を認める  
Blue  査読後論文のみ掲載を認める  
Yellow  査読前論文のみ掲載を認める  
White  掲載を認めない 
Gray  方針が未定もしくは未回答  
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＜別紙２＞ 

＜申請書の提出を求める学協会（見本）＞ 
○○年 ○○月 ○○日

公益社団法人 ○○学会 
○○ ○○委員長 殿 

機関リポジトリへの論文掲載申請書 
 
 貴学会所有の下記著作物を機関リポジトリにて保存・公開する許可をいただきたく、申

請いたします。 
 
掲載先（以下、本掲載先） 
機関リポジトリ名：立命館学術成果リポジトリ 
ＵＲＬ：http://r-cube.ritsumei.ac.jp/ 
管理者名（責任者名、サーバ管理団体など）：立命館大学図書館長 二宮周平 
 
掲載論文（以下、本論文） 
 Journal title: 
  Volume / year / ＩＤ（開始ページ）：   /    /  
 Article title: 
  Author’(s) 
 
申請者 
 氏名： 
 大学名、企業名、団体名： 
 所在地： 
 電話番号： 
 Ｆａｘ番号： 
 e-mail address 
 
公開にあたっては下記の事項を遵守いたします。 

１．本掲載先以外には掲載しない。 
２．本論文の営利目的の利用を行わない。 
 
  申請者署名：                           

 

機関リポジトリへの論文掲載許可書 

 
               様 
本掲載先への本論文の掲載を許可します。 
    年  月  日 

公益社団法人 ○○学会 ○○委員長
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④共同著作権に関する利用許諾の確認について 
・共有著作権は、その共有者全員の合意によらなければ、 行使することができない（著作

権法第 65 条第 2 項） となっています。 
・したがって、学外研究者も含めた全著者の許諾が必要となりますので、下記共著での許諾

書を学位申請後速やかに提出してください。 
 
＜別紙３＞ 

共著での許諾書（見本） 

同 意 承 諾 書 

 

○○○○氏提出の博士論文中，私と共著（共同研究）の下記部分については、○○○○

氏の博士論文とすることを承諾いたします。 

 

また、(どちらかにチェックを入れてください) 

□ 本文全体を「立命館大学学術成果リポジトリ運用ガイドライン」にしたがって、「立

命館学術成果リポジトリ（R-Cube）」で公表することを承諾いたします。 

□ 本文全体を公表することには承諾せず、代わりに学位申請者作成の「論文内容の要約」

について「立命館学術成果リポジトリ（R-Cube）」で公表することを承諾いたします。

 

記 

 

(1) 昭和○○年○○月 ○○○○○○雑誌 ○○巻 ○○～○○頁 

「○○○○○○○○○○○」 （ 著者名を論文の通りにすべて列挙 ） 

(2) 平成○○年○○月 ○○○○○学内誌 ○○号 ○○～○○頁 

「○○○○○○○○○○○」 （ 著者名を論文の通りにすべて列挙 ） 

(3) 平成○○年○○月 ○○○○○学会誌 ○○月号○○～○○頁 

に公表予定 

「○○○○○○○○○○○」 （ 著者名を論文の通りにすべて列挙 ） 

 

２０〇〇年〇〇月〇〇日 

共著者（共同研究者） 

氏 名   

（ 自 署 ） 
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⑤個人情報に関する利用許諾の確認について 
 博士論文の中に個人情報が含まれている場合は、個人情報保護の観点から必ず個人情報

を提供した個人や団体に対して、インターネット公表することについて許諾を得てくださ

い。なお、許諾を得ることが困難な場合は、学位申請をされた研究科事務室までご相談く

ださい。 
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＜別紙４＞ 

立命館学術成果リポジトリ（R-Cube）登録許諾書 

年  月  日

立命館大学図書館長 殿 
著作者氏名：                  

 印 
（自署の場合は印鑑不要）

所属（審査）研究科：         研究科

学生証番号：        （乙号の方は記入不要）

連絡先  
℡： 
携帯電話： 
e-mail： 

 
論文題目 
 

 
 
 
 

種別 □博士論文      □論文内容の要約 
論文（PDF ﾃﾞｰﾀ）提出日      年  月  日 
電子公表の可否 上記博士論文の電子データについて「立命館学術成果リポジトリ

（R-Cube）」に登録・保存し、インターネットの利用により公表するこ

とを許諾します。登録されたデータについては、「立命館大学学術成果

リポジトリ運用ガイドライン」に従って運用されることを承認します。

登録により生ずる下記についても併せて許諾します。 
・ 利用者が全文をダウンロード、印刷すること。 
・ 国立情報学研究所が実施する学術機関リポジトリ構築連携事業に

おいて収集・保存・提供されること。 
・ 国立国会図書館において収集・保存・提供されること。 
 

公表時期 
□学位授与後 
□期日指定（学位授与日から  ヶ月以降） 
備考： 
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＜別紙５＞ 

博士論文全文にかえて「論文内容の要約」を公表するための申請書 

  
年  月  日  

  
立命館大学長 殿  
  

博士論文を「立命館学術機関リポジトリ（R-Cube）」において公表することについて、以

下の事由により、その内容を要約したものに代えることを申請します。 
なお、不利益ないし特別の事由が解消し、公表が可能になった日にインターネットによ

る公表を行います。 
  
□博士論文が、立体形状による表現を含む等の理由により、インターネットの利用により

公表することができない内容を含む 
 
□ 博士論文が、著作権保護、個人情報保護、特許等の理由により、博士の学位を授与され

た日から一定の期間、インターネットの利用により公表することができない内容を含む 
 
□ 出版刊行、多重公表を禁止する学術ジャーナルへの掲載、特許の申請等との関係で、イ

ンターネットの利用による博士論文の全文の公表により明らかな不利益が、博士の学位

を授与された日から一定期間生じる 
※「不利益が解消し、公表が可能な日：     年    月   日以降」 

 
□ その他、特別な事由がある一定の期間、インターネットによる公表ができない場合 

※「特別の事由が解消し、公表が可能な日：     年    月   日以降」 
 
 

所属（審査）研究科：         研究科  
                     氏名：  
  

（自署の場合は印鑑不要） 
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＜別紙６＞ 

博士論文全文に代わる論文内容の要約について 

著作権保護、個人情報保護等の理由により、やむを得ない事由があると大学が承認した場

合は、博士論文全文に代えて、その内容を要約したもの（以下、論文内容の要約）を公表し

ていただくことになります（博士学位申請時に提出する「主論文要旨」とは異なりますので、

ご注意ください）。 

論文内容の要約については、各研究科共通の項目として以下のように設定しています。こ

の項目をふまえ、研究科ごとに要約内容の考え方を設定していますので、各研究科事務室に

相談してください。 
 

「論文内容の要約」項目 
① 題名 
② 全体要旨 
③ 目的と章構成 
④ 各章要約 
⑤ まとめ（結果・考察） 
⑥ 主な引用文献・参考文献 

 
提出時期：口頭試問までに各研究科事務局へ提出すること。 
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2010 年 3 月 1 日 図書館委員会 
 

立命館大学学術成果リポジトリ運用ガイドライン 

（目的） 
第 1 条 この運用ガイドラインは、立命館大学（以下「本学」という。）の研究・教育活動において作成された学

術情報等（以下「学術情報等」という。）を学内外に広く公開することにより、本学の研究活動の推進と教育活動

の支援を図るとともに、学術研究の一層の振興に貢献することを目的として、立命館大学学術成果リポジトリ（以

下「リポジトリ」という。）の運用に係る事項を定める。 
（定義） 
第 2 条 リポジトリとは、本学において作成された学術情報等を図書館が収集し、電子的形態での登録と恒久的

保存を行い、学内外に無償で公開するものをいう。 
（登録の対象となる学術情報等） 
第 3 条 登録対象となる学術情報等は、次に掲げる要件を満たすものとする。 
 （１）学術的な研究の成果または研究・教育に関わる資料であること。 
 （２）本学においてその主要な部分が作成されたものであること。 
 （３）電子的フォーマットで作成されていること。 
 （４）ネットワークを通じて配信できること。 
（対象者） 
第 4 条 リポジトリに学術情報等を登録できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 
 （１）当該学術情報等の作成に関与した本学の在籍者および過去に本学に在籍したことのある者 
 （２）（１）を構成員に含む団体 
 （３）本学から学位を授与された者 
 （４）その他、図書館長が適当と認めた者 
（登録された学術情報等の利用） 
第 5 条 図書館は、次に掲げる方法により、リポジトリに登録された学術情報等を利用することができる。 
 （１）当該学術情報等を複製し、リポジトリを構築するサーバに格納する。 
 （２）ネットワークを通じて複製物を不特定多数の者に無償で送信する。 
 （３）複製物のバックアップおよび利用のための複製を行う。 
（リポジトリへの登録） 
第 6 条 登録を希望する者または団体（以下「登録者」という。）は、第 7 条に定める事項を遵守して、登録対

象となる学術情報等について著作権帰属者の許諾が得られていることを証明する書面等を図書館長に提出しな

ければならない。 
（登録する学術情報等の著作権等に関する事項） 
第 7 条 リポジトリに登録する学術情報等の著作権が登録者のみに帰属している場合には、登録者は第 5 条に定

める利用を図書館に対して無償で許諾する。 
 2 リポジトリに登録する学術情報等の著作権が登録者を含む複数の者に帰属している場合には、登録者は第

5 条に定める利用を図書館に対して無償で許諾する旨の同意書を著作権の帰属する全員より予め取得して登録手

続をしなければならない。 
 3 リポジトリに登録する学術情報等の著作権が登録者以外の者に帰属している場合には、登録者は第 5 条に

定める利用を図書館に対して無償で許諾する旨の同意書を著作権の帰属する者より予め取得して登録手続をし

なければならない。 
 4 リポジトリに登録する学術情報等の公開が登録者以外の者の肖像権または個人情報に関する権利と抵触す
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る場合には、登録者は肖像権または個人情報に関する権利が帰属する者より、公開についての同意書を予め取得

して登録手続をしなければならない。 
 5 リポジトリに登録する学術情報等について、登録者は出版社の著作権、その他登録、公開に係る支障の無

いことを予め調査して登録手続をしなければならない。 
 6 リポジトリに登録された学術情報等の著作権は、登録後も原著作権者に帰属し、図書館は、第 5 条に定め

る利用を超えた利用を一切することができない。 
（登録の拒絶） 
第 8 条 図書館長は、次の各号のいずれかに該当する事由がある場合には、当該学術情報等をリポジトリに登録

することを拒絶できる。 
 （１）当該学術情報等の内容が他の者に帰属する著作権を侵害する場合 
 （２）当該学術情報等が公序良俗に反する内容を含み、または社会的にみて著しく不適切な内容である場合 
（公開） 
第 9 条 図書館は、提供された学術情報等をサーバ上に登録、保存し、ネットワークを通じて公開する。 
（削除・非公開） 
第 10 条 リポジトリに登録する、または既に登録された学術情報等が次の各号のいずれかに該当する事由があ

る場合、当該学術情報等の一部または全部を削除または非公開とする。 
 （１）削除・非公開の申請があった場合 
 （２）他者に帰属する著作権その他の権利を侵害する場合 
 （３）公序良俗に反する内容を含み、または社会的にみて著しく不適切な内容を含むと認められる場合 
 2 前項の削除または非公開は、図書館長がこれを行う。 
 3 第 1 項第 1 号に定める非公開の申請があった場合でも、目録情報については登録時からすべて公開する。 
（利用条件） 
第 11 条 リポジトリに登録された学術情報等を利用しようとする者は、その利用に際して次に掲げる条件を遵

守しなければならない。 
 （１）著作権法等の法令の定める条件 
 （２）公開される学術情報等が、リポジトリで公開する以前に出版社等により出版・公表されており、投稿規

則または出版契約等により当該出版者等が利用に係る条件を定めている場合、その条件 
（免責事項） 
第 12 条 リポジトリでの学術情報等の登録、公開または利用によって生じた損害について、本学はその責任を

負わない。 
（その他） 
第 13 条 この運用ガイドラインに記載されていない事項またはこの運用ガイドラインに関して疑義が生じた事

項については、必要に応じて、登録者と図書館長が別途協議する。 
（改廃） 
第 14 条 この運用ガイドラインの改廃は、図書館委員会がこれを行う。 
附則 この運用ガイドラインは、2010 年 4 月 1 日から施行する。 

以上 
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博士論文 インターネット公表 のためのPDF化講習会（資料）
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2013 年 9 月 
 

立命館大学リポジトリへ登録する PDF の作成について 

 
本学リポジトリへ登録する PDF についての注意事項と作成時の推奨値です。注意事項を

良くお読みの上、PDF ファイルを作成ください。 
 
＜注意事項＞ 
１．PDF 作成ソフトと変換後の確認について  

PDF に変換する際、レイアウトが崩れてしまったり、図表が表示されない等の不具合が

発生することがあります。特に、Adobe 社以外の PDF の作成ソフトを使用する場合にはご

注意ください。PDF 変換後には必ず次の点を確認ください。 
 (1) レイアウトが崩れていないかどうか 
 (2) 埋め込まれた図表や写真が表示されているかどうか 
 (3) 文字の欠落が無いかどうか 

 
２．PDF のバージョンについて  

PDF の最新バージョンが発表されて間もない場合、PDF を閲覧する利用者は必ずしも最

新のビューワーで閲覧するとは限りません。最新バージョンの Adobe Acrobat 等で作成し

た場合には低いバージョン互換で保存した方が無難です。 
 
３．フォントの埋め込み  

特別なフォントを利用している場合にフォントを埋め込まずにPDFを作成すると文字が

欠落する原因となります。PDF 作成時にはすべてのフォントを埋め込む設定としてくださ

い。 
 
４．セキュリティの設定 
 PDF のセキュリティ設定は行わないでください。図書館にてまとめて設定を行い、本学リ

ポジトリでの公表時に「文章の変更を許可しない、テキスト、画像、およびその他の内容

のコピーを許可しない、印刷は許可する。」とします。 
 
５．ファイルの容量 
 写真や図表を多用した論文ではファイルの容量が非常に大きくなる場合があります。その

際は、PDF の作成設定の「ファイルサイズを縮小」する処理を行ってください。それでも

ファイル容量が 50MB 以上になる場合は、1 ファイルを 50MB 以下にして複数ファイルと

して作成ください。 
 
＜推奨値＞ 
作成ソフト        ：Adobe Acrobat 
PDF のバージョン ：Acrobat 5.0 (PDF 1.4)互換 または PDF/A-1 
フォントの埋め込み：すべてのフォントを埋め込む 
セキュリティの設定：登録時にはセキュリティの設定を行わないでください。公開時に「印

刷のみ可、それ以外は全て許可しない」となります。 
ファイルの容量    ：1 ファイル当たり 50MB 以下 （複数ファイル可）*) 

＊)ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞｳｴﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ利用の場合は 20MB 以下 
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参考資料 
＜学位規則（昭和 28 年 4月 1 日文部省令第 9号）最終改正：平成 25年 3月 11 日文部科学

省令第 5 号、抜粋＞ 
第九条  博士の学位を授与された者は、当該博士の学位を授与された日から一年以内に、当該博士の学位

の授与に係る論文の全文を公表するものとする。ただし、当該博士の学位を授与される前に既に公表したと

きは、この限りでない。 

２  前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合には、当該博

士の学位を授与した大学又は独立行政法人大学評価・学位 授与機構の承認を受けて、当該博士の学位の授

与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができる。この場合において、当該大

学又は 独立行政法人大学評価・学位授与機構は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。

３  博士の学位を授与された者が行う前二項の規定による公表は、当該博士の学位を授与した大学又は独

立行政法人大学評価・学位授与機構の協力を得て、インターネットの利用により行うものとする。 

 
＜立命館大学学位規程（抜粋）＞ 

第 6 章 博士論文の公表 

(博士論文要旨等の公表) 

第 34 条 大学は、博士学位を授与した日から 3 月以内に、博士学位の授与に係る論文の内容の要旨およ

び論文審査の結果の要旨をインターネットの利用により公表する。 

(博士論文の公表) 

第 35 条 博士学位を授与された者は、授与された日から 1 年以内に、博士学位の授与に係る論文の全文

を本大学所定のリポジトリの利用により公表するものとする。ただし、博士学位を授与される前にインタ

ーネットの利用により既に公表したときは、この限りでない。 

2 前項の定めにかかわらず、博士学位を授与された者は、やむをえない事情がある場合には、本大学の

承認を受けて、博士学位の授与に係る論文の全文に代えてその内容を要約したものを公表することができ

る。この場合において、本大学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供する。 

3 前 2 項の規定により博士学位の授与に係る論文を公表するときは、立命館大学審査博士論文である旨

を明記しなければならない。 

 
以上 
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はしがき   目次   第 1 章   第 2 章   第 3 章   第 4 章   第 5 章   第 6 章   第 7

章   第 8 章   附則  

 

第 3 章 出版権 

第 79 条 (出版権の設定) 

第 21 条に規定する権利を有する者(以下この章において「複製権者」という。)

は、その著作物を文書又は図画として出版することを引き受ける者に対し、出

版権を設定することができる。 

2 複製権者は、その複製権を目的とする質権が設定されているときは、当該

質権を有する者の承諾を得た場合に限り、出版権を設定することができるも

のとする。 

第 80 条 (出版権の内容) 

出版権者は、設定行為で定めるところにより、頒布の目的をもって、その出版

権の目的である著作物を原作のまま印刷その他の機械的又は化学的方法に

より文書又は図画として複製する権利を専有する。 

2 出版権の存続期間中に当該著作物の著作者が死亡したとき、又は、設定行

為に別段の定めがある場合を除き、出版権の設定後最初の出版があった日

から 3 年を経過したときは、複製権者は、前項の規定にかかわらず、当該著

作物を全集その他の編集物(その著作者の著作物のみを編集したものに限

る。)に収録して複製することができる。 

3 出版権者は、他人に対し、その出版権の目的である著作物の複製を許諾す

ることができない。 

第 81 条 (出版の義務) 

出版権者は、その出版権の目的である著作物につき次に掲げる義務を負う。

ただし、設定行為に別段の定めがある場合は、この限りでない。 

1. 複製権者からその著作物を複製するために必要な原稿その他の原品

又はこれに相当する物の引渡しを受けた日から六月以内に当該著作

物を出版する義務 

2. 当該著作物を慣行に従い継続して出版する義務 
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出典：著作権法（昭和四十五年五月六日法律第四十八号） より



第 82 条 (著作物の修正増減) 

著作者は、その著作物を出版権者があらためて複製する場合には、正当な範

囲内において、その著作物に修正又は増減を加えることができる。 

2 出版権者は、その出版権の目的である著作物をあらためて複製しようとす

るときは、そのつど、あらかじめ著作者にその旨を通知しなければならない。 

第 83 条 (出版権の存続期間) 

出版権の存続期間は、設定行為で定めるところによる。 

2 出版権は、その存続期間につき設定行為に定めがないときは、その設定後

最初の出版があった日から 3 年を経過した日において消滅する。 

第 84 条 (出版権の消滅の請求) 

出版権者が第 81 条第 1 号の義務に違反したときは、複製権者は、出版権者

に通知してその出版権を消滅させることができる。 

2 出版権者が第 81 条第 2 号の義務に違反した場合において、複製権者が三

月以上の期間を定めてその履行を催告したにもかかわらず、その期間内にそ

の履行がされないときは、複製権者は、出版権者に通知してその出版権を消

滅させることができる。 

3 複製権者である著作者は、その著作物の内容が自己の確信に適合しなくな

ったときは、その著作物の出版を廃絶するために、出版権者に通知してその

出版権を消滅させることができる。ただし、当該廃絶により出版権者に通常生

ずべき損害をあらかじめ賠償しない場合は、この限りでない。 

第 86 条 (出版権の制限) 

第 30 条第 1 項、第 31 条、第 32 条、第 33 条第 1 項(同条第 4 項において準

用する場合を含む。)、第 34 条第 1 項、第 35 条、第 36 条第 1 項、第 37 条第

1 項、第 39 条第 1 項、第 40 条第 1 項及び第 2 項、第 41 条、第 42 条、第 46

条並びに第 47 条の規定は、出版権の目的となっている著作物の複製につい

て準用する。この場合において、第 35 条及び第 42 条中「著作権者」とあるの

は、「出版権者」と読み替えるものとする。 

2 前項において準用する第 30 条第 1 項、第 31 条第 1 号、第 35 条、第 41 条

又は第 42 条に定める目的以外の目的のために、これらの規定の適用を受け
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て作成された著作物の複製物を頒布し、又は当該複製物によって当該著作物

を公衆に提示した者は、第 80 条第 1 項の複製を行なったものとみなす。 

第 87 条 (出版権の譲渡等) 

出版権は、複製権者の承諾を得た場合に限り、譲渡し、又は質権の目的とす

ることができる。 

第 88 条 (出版権の登録) 

次に掲げる事項は、登録しなければ、第三者に対抗することができない。 

1. 出版権の設定、移転(相続その他の一般承継によるものを除く。次号

において同じ。)、変更若しくは消滅(混同又は複製権の消滅によるもの

を除く。)又は処分の制限 

2. 出版権を目的とする質権の設定、移転、変更若しくは消滅(混同又は

出版権若しくは担保する債権の消滅によるものを除く。)又は処分の制

限 

2 第 78 条 (第 2 項を除く。)の規定は、前項の登録について準用する。この場

合において、同条第 1 項及び第 3 項中「著作権登録原簿」とあるのは、「出版

権登録原簿」と読み替えるものとする。 

 
はしがき   目次   第 1 章   第 2 章   第 3 章   第 4 章   第 5 章   第 6 章   第 7

章   第 8 章   附則  

-30-


